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１．自己紹介

• 勤務先での担当講義：社会保障論、公的扶助論、住宅政策論
• 狭い意味での専門は、民間賃貸市場の家主さん
• 業績の中で、オープンアクセスのものは、以下から
ダウンロード可能。オープンアクセスのもの以外で
ご興味があるものがありましたら、PDFをお送りい
たしますので、ご連絡ください。

https://researchmap.jp/kazuhirosato/
• なにかあればその場で挙手・ご意見を
cf.学生から不評な授業：

…早口、大声、内容が分からない
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１．住まいに関する基本的知識
①テニュア：住宅の所有・利用形態
• 住まいを、持っているか・借りているか、誰から借りているか
→一般的には、持家（ローン返済なし）・持家（ローン返済あり）、民間借家、
社会住宅、その他
＊社会住宅（日本は公営住宅）…税金によって安価・良質に提供される借家
←どのようなテニュアかは、高齢期に大きな影響

②日本の住まい／住宅政策の特徴（佐藤 2009）
（a）持家中心…住宅金融公庫（1951～2007年）・住宅金融支援機構
（2007年～）
（b）公営住宅の少なさ（次スライド）、借家法（借地借家法：1991年～）に
よる強い借家人保護 3



表１．テニュアの国際比較（単位：%）

出典：Affordable Housing Database（HM1.3.1）より 4

ローン返済
持家

ローンあり持
家 民間借家 社会住宅 その他

イギリス 39.3 28.0 11.1 20.0 1.6

フランス 38.6 23.1 17.5 18.5 2.3

フィンランド 33.2 30.5 18.2 17.1 1.1

OECD平均 48.2 23.3 16.8 6.7 5.0

ドイツ 25.6 18.2 47.3 6.6 2.3

EU平均 58.3 17.3 13.0 5.1 6.3

日本 54.6 27.1 13.5 4.2 0.7



2．高齢者の住まい
〇図1．高齢者（65歳以上）世帯の年齢別テニュア構成
①収入が低いほど持家率が低い
②（図は割愛しているが）世帯主が男性よりも女性、夫婦より単身だと持家率
が低い
↓↑
③これまでは、持家を持ち、老後までに住宅ローンを払い終えれば（アウトラ
イト）、老後の住宅費はゼロで考えられた
（a）年金との整合性…基礎年金は6.5万円／平均受給額5.6万円ほど、厚
生年金平均月額：男性16万3380円／女性10万4686円
→最低保証年金への弱い合意・未整備
（b）いったん介護（費用、施設）など除いたとしても、家賃を払い続けて生活
費を捻出するのには厳しい
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図1．高齢者（65歳以上）世帯の世帯収入別テニュア構成

出典：『住宅・土地統計調査』2018年・第46-1表より 6
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3-1．入居時の問題――入居拒否・入居拒否感
①二つの老い：建物の老朽化および高齢化・長寿化
＊新築主義⇔もとより良い建物を長く使う制度・技術・体制が弱い
• 借家法は借家人保護を定めている⇔耐震不足は正当事由になる

②受け皿としての賃貸住宅
（a）公営住宅など公的住宅は少ない：スライド4
（b）民間賃貸も「差別の見本市」と呼ばれる状況（稲葉剛さん）
表2：入居拒否に関する業界・国土交通省調査結果
→高齢者などに拒否感がある＆拒否している賃貸人の割合…高齢
者（など）の住まい探しの困難
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表2．入居拒否に関する業界・国土交通省調査結果

出典：2010年・2015年調査は日本賃貸住宅管理協会による調査（国交省
(2016)。2018年調査は国交省（2019）より（調査項目は一致していない）。数
値は、調査を行った賃貸人に占める回答者の割合(％)を示す。 8

2010年 2015年 2018年

入居を拒否している賃貸人の割合
単身の高齢者 8.0 8.7 10.9
高齢者のみの世帯 6.8 4.7 11.4
障害者のいる世帯 4.0 2.8 11.0
小さい子のいる世帯 1.3 5.2 0.7
母子(父子)世帯 1.3 4.1 1.0

入居に拒否感がある賃貸人の割合
高齢者世帯 59.2 70.2 77.0
障害者のいる世帯 52.9 74.2 68.0
小さい子のいる世帯 19.8 16.1 11.0



3-2．入居拒否対策
①日本では、公正住宅法fair housing actがない
ex.男女雇用機会均等法（1985年）：女性であることを理由に直接的差別
禁止
• 年齢、障害、人種などを理由とした入居拒否の禁止・法的規制なし
cf.障害者差別禁止法（2013年）

②「大家の不安」（全世代型社会保障構築会議報告書）
＊民間賃貸住宅市場への規制に対しては反対・慎重→①は困難？
（a）改正住宅セーフティネット法
（b）家賃債務保証の機関保証の活用
（c）残置物の処理等に関するモデル契約条項
（d）宅地建物取引業者による人の死の告知に関するガイドライン
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4．住まいの維持のために
＊経済的理由／年金政策：スライド5
①住宅投資の重要性
• 環境対策：省エネ、社会保障：エネルギー費用抑制、健康への良い影響
cf.エネルギー貧困

②住まいの維持／売却
（a）リバースモーゲージ…住宅資産を担保として、契約者の死亡後に元本を
一括返済する融資契約
（b）リースバック…自宅を不動産業者に売却して代金を受け取り、同時に賃
貸借契約を結んで、その後は家賃を払いながら同じ家に住み続ける
→一般論（メリット・デメリット）のみならず法整備の必要性
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memo．
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5-1．住まいは「人権」のために――公営住宅
①公営住宅の拡大
（a）財政難および人口減少を理由に総戸数は減少：スライド12
（b）低家賃、広い部屋など、利用者にとってメリット
（c）ニーズは多様化…パートナーシップ条例、少子化対策
• 資源の減少とニーズの多様化は矛盾→分断を乗り越える運動・変革を

＊公営住宅法第3条・住生活基本計画（全国計画）別紙5
「地方公共団体は、常にその区域内の住宅事情に留意し、低額所得者の
住宅不足を緩和するため必要があると認めるときは、公営住宅の供給を行
わなければならない。」
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図2．戦後住宅政策三本柱の供給数

出典：1958年までは『建設白書』、1959～2010年までは『建築統計年
報』、2011年～現在までは『住宅着工統計』より 13
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5-2．住宅手当
②住宅手当の拡大
（a）生活保護の住宅扶助：事実上単給できない
（b）住居確保給付金
・求職者支援という目的であるため、高齢者が対象となっていない
• コロナ禍で所得減少も認めるという規制緩和⇔厳格化
→たとえば生活保護基準1.3倍までの規制緩和（日弁連 2008）、
高齢者への適用拡大などの追求は、高齢者・困窮者運動との共闘
可能な課題
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5-3．運動としての取り組み
③社会保障運動、社会運動との連帯
（a）公営住宅および住宅手当の両制度の拡大を柱として他の運動と結びつくこと
の重要性
（b）今ある制度・仕組みの拡大
→公共住宅：単身入居拡大、保証人不要（化）の確認・不要化の要請、建替え・バ
リアフリー化／生活相談を介した住宅相談・支援etc

④人々の合意を調達する仕組み
• 税金／保険料が高い＜受益者としての納得と合意
（a）日本は税によって補完された社会保険方式
⇔北欧は、地方自治体がサービス供給主体であり受益-負担が見えやすい
（b）所得再分配機能を強化する公平な税制と財源論
cf.フランスでは郵便貯金、雇用主からも社会住宅の財源を出す代わりに、社宅とし
ても社会住宅を提供している 15
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